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JSG ニュースレター 

<Tax> 

2021 年度営利事業所得税申告の 

査定を 2023 年 4月 14 日に公告 

 調査対象に選定されず、かつ、 

申告額と査定額が同一の案件に限定 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 

財政部台北国税局は、2021 年度営利事業所得税確定申告および 2020 年度未

処分利益申告のうち、調査対象に選定されず、かつ、申告額どおり査定された一連の

案件について、今般初めて、個別に査定税額通知書を発行・送達する方法に代えて、

公告形式を適用することを発表しました。公告日は 2023 年 4 月 14 日です。書面審

査案件は公告対象とならず、4 月中旬以降順次、査定税額通知書が発送されます。 

 

税務調査徴収法（中国語：稅捐稽徵法）第 19 条第四項、第五項および「税務

調査機関による税額査定通知書公告送達弁法」の規定により、営利事業所得税の

確定申告が、調査対象に選定されず、税務機関の査定結果が申告額どおりで、かつ、

以下の状況に該当しない場合、公告を以て査定税額通知書の送達に代えることがで

きます。 

1. 租税減免規定の適用を申告している。 

2. 所得税法第 39 条の欠損金控除の適用を申告している。 

3. 当年度の確定申告および前年度の未処分利益申告を併せて申告し、いずれ

か一方でも、申告項目が申告どおりの査定結果とならなかった。 
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教育、文化、公益、慈善機関または団体が、期限内に申告した案件について、税務

機関による審査の結果、申告どおりに査定された場合も同様です。ただし、所得税法

第 39 条の欠損金控除の適用を申告をしている場合は、対象外です。 

 

当該作業の公告内容は、公告日に財政部税務ポータルサイトおよび各地区の国税

局ウェブサイトに掲載されます。また、主管税務機関の公告欄に公告文書が提示されま

す。納税義務者は、財政部税務ポータルサイトから案件の公告結果の照会が可能で

す。 

 

査定税額通知書の発行が必要な場合は、財政部税務ポータルサイトでオンライン申請

を行なってください。または、申請書をダウンロードし、管轄の各地区国税局の分局、徴

税所(中国語：稽徵所)またはサービスカウンター(中国語：服務處)で発行の申請がで

きます。 

勤業衆信の見解 

2021 年度以降、調査対象に選定されず、かつ、申告どおりに査定された案件につい

て、国税局は査定税額通知書を発送しません。査定税額通知書が届かない場合、積

極的に公告サイトで照会し、申告案件が、調査に選定されず、申告どおりに査定された

案件に該当するか確認する必要があります。各年度の査定状況を把握できるよう、ご

留意ください。 
 

 
 

 

 

 

過去のニュースレターはこちら 

台湾 JSG のホームページはこちら 
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日商組新聞稿 

<Tax> 

110 年度營利事業所得稅申報案件未列入選查 

並按申報資料核定之案件， 

於 112 年 4 月 14 日公告 

 

 

 財政部臺北國稅局表示，110 年度營利事業所得稅結算及 109 年度未

分配盈餘申報未列入選查並按申報資料大批核定之案件，係首批適

用公告方式代替個別填具及送達核定稅額通知書之案件，公告日期

訂為 112 年 4 月 14 日。未符合公告範圍之書面審查核定案件，亦於

4 月中旬陸續寄發核定通知書。 

 依稅捐稽徵法第 19 條第 4 項、第 5 項及稅捐稽徵機關辦理核定稅額

通知書公告送達辦法之規定，營利事業所得稅結算申報未列入選查

之案件，經稅捐稽徵機關按申報資料核定，且無下列情形之一者，

得以公告方式代替核定稅額通知書之填具及送達： 

1. 申報適用租稅減免規定。 

2. 申報適用所得稅法第 39 條盈虧互抵規定。 

3. 當年度結算申報及上年度未分配盈餘申報為併同辦理者，其中

任一申報項目未按申報資料核定。 

https://deloi.tt/43sS1Ao
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 教育、文化、公益、慈善機關或團體如期申報之案件，如經稅捐稽

徵機關查核結果，按申報資料核定者亦適用。但申報適用所得稅法

第 39 條盈虧互抵規定者，不適用之。 

 本項作業之公告內容於公告日登載於財政部稅務入口網及各地區國

稅局網站，並同步將公告文書黏貼於主管稽徵機關之公告欄，納稅

義務人可利用財政部稅務入口網查詢案件公告結果。 

 若需申請補發核定通知書者，請至財政部稅務入口網線上申請或下

載申請書表，向轄區各地區國稅局之分局、稽徵所或服務處申請補

發。 

勤業眾信觀點 

提醒自110年度起屬未列入選查並按申報資料核定之案件，國稅局不會主動

寄發核定通知書，對於未收到查帳通知的案件，應主動查詢上揭公告網

站，確定是否屬未列入選查並按申報資料核定之案件，以掌握案件各年度

的核定狀況。 

 

  

 

   

 

日商組新聞稿之歷史消息請點這 

日商組官方網站請點這 
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